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1 本論文は、著者が 2020 年度に東京大学大学院教育学研究科へ提出した修士論文の一部を、加筆・修正した

ものである。 
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1. 問題の所在――複数の二項対立の同一視―― 
 議論教育では 2、たとえば「日本は裁判員制度を廃止すべきであるか否か」のように、

議論の対象となる問いが二項対立（dichotomy / binary opposition）の形で設定されるこ

とがある。これに対して、学習者の視野を狭める等の理由から、二項対立的な問いは排さ

れるべきであるという指摘がある。この批判は妥当なのだろうか。本論文は、言語学の音

韻論の研究者トゥルベツコイ（Nikolai Trubetzkoy 1890-1938）の分析に依りながら、

議論教育において扱われる二項対立の図式を、これに対して投げかけられる批判を批判的

に検討することによって、再考する。二項対立は、子どもが最初に手にする論理的操作で

あるとされている（Jakobson & Halle 1956）。また、「二項対立はどこにでもある

（ubiquitous）」とも表現され（Dascal 2008、p.27）、教科や単元に関係なく広く用いら

れる思考の枠組みである。つまり、二項対立は論理的操作の根幹をなしている 3。議論教

育の意義を考えるうえでも、この二項対立に係る批判の問題を検討する重要性は大きい。 
 二項対立に投げかけられている批判の具体的内容としては、二項対立の図式のもとでは

「2 つの選択肢の戦いの中で、第三の道、第四の道などを模索することが難しくなる」結

果、「実際の複雑な政策決定には耐えられないと同時に、多様な価値観形成も行えない」

（磯崎 2006、p.228）というものである。教育学の領域では、苫野が、「教育は子どもの

幸せのためにあるのか？それとも、国家を存続・発展させるためにあるのか？」等の問い

を例に挙げながら、肯定側／否定側に分けるディベートをはじめ二項対立的な問いの立て

方は「問い方のマジック」であり（苫野 2017、p.63）、「まるでどちらかが正しい答えで

あるかのように人をあざむく」、「思考を誤った方向へと向かわせる」として二項対立一般

を批判する（Ibid. p.64）。このように複雑な中間層を探究する可能性を持たないことを理

由として、ハイド&ビンハム（Hyde & Bineham 2000）は、2 つの立場を設定するモデ

ルでの議論の実践が教育には適さないとさえ結論づけている。 
一方で、すでに、二項対立の図式によるメリットも指摘されている 4。つまり、議論教

育における二項対立の評価は論争的なものになっている。このような論争が興る背景とし

て、これまで二項対立的な問いのもつ学習効果を調べる量的な研究が行われてきたものの、

                                                   
2 議論は多義的な語であるが、Eemeren ら（1996、p.5）はこの多義性に注意しつつ包括的な定義を与

え、「議論（argumentation）とは、合理的な判断が下される前に、聞き手や読み手にとっての争点を正

当化（あるいは拒絶）することを目的とした一連の命題群を提示することによって、争点の受容可能性

を高める（あるいは低める）ことを目指す、言語的・社会的な、理由づけの活動である」としている。

本稿では、この定義に従って「議論」という語を用いることにする。すなわち、「合理的な判断が下され

る」ことを前提に、そこに向かって進められる営みとしての議論であり、この意味で議論は目的と手段

の両方から定義される（第 3 章で用いる区分を先取りすると、議論の帰結が当該「判断」となる場合は

「収束」の議論、そうでない場合は「発散」の議論ということになる）。またそれに伴い、このような議

論を教育の手段として用いる実践を「議論教育」とする。 
3 二項対立は必須というわけではないという指摘もある。たとえば、矢野（2006）の紹介した「三つど

もえディベート」のように、3 チームで議論することも可能である。ただし、この「三つどもえディベ

ート」も、ある論題についての肯定／否定を、「現状維持的な方針」と「代替策を立てる方針」とにさら

に二分して 4 つの立場に細分化することで生み出されているものであり、厳密には二項対立を完全に放

棄しているわけではない。無論、このような実践の意義は大きいが、このような実践を支える理論をさ

らに精緻なものにしていくためにも、根底にある二項対立について検討する重要性は大きいと言える。 
4 たとえば、根源的で二者択一的な政治的・社会的対立をめぐる論争状況を「ボカす」ことなく、この

対立を対立と捉えて実践することが、民主政治の実践者育成という目標にとって有効であることを、吉

永（2014）が C.ムフに依りながら論じている。 
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その結果は多様であるという現状が指摘できるだろう。二項対立が、考えの固定化や立場

の極化を起こすというもの（Sears et al. 1964）、起こすことはあれど頻繁でもないとい

うもの（ Lao & Kuhn 1996 ）、起こさずむしろ脱極化に貢献するというもの

（Budesheim & Lundquist 1999）等々、非常に様々である。こうした研究が世界的に

展開されてきた状況を概観したコンティ（Conti 2013）のレビューでは、ディベートは

排されるべきであると結論づける学者が多く存在する一方で、二項対立の学習効果に関す

る論争は未だ決着を見ないことが示唆されている。 
以上に挙げたように、これまでの議論教育における二項対立の研究は、主にその学習

効果に与える影響の分析に注力してきた。前田（2013、p.452）の言葉を借りれば、それ

は「仮説検証型」の研究である。すなわち、二項対立的要素の有無という独立変数が学習

効果という従属変数に及ぼす効果の大きさを推定するという「仮説検証型」の研究であり、

二項対立という独立変数は既知のものとして扱われてきた。そこで言われる「二項対立」

とは何であるかという前提を問う研究は、ほとんど見られない。管見の限り、以下の 2
つだけがこの問題に取り組んだ研究であるが、それぞれ課題を残している。 

久島（2020）は、範列分析（paradigmatic analysis）によって二項対立という語の意

味を明かすものであった。しかし、語の原義に立ち返る形で語義を統一する方針を採った

ため、二項対立という語が多様な意味で用いられている現実を捨象してしまっている 5。 
𠮷𠮷川（2018）は、二項そのもののありかたを問うた最重要の先行研究である。しかし

ながら、その整理の試みは、区別の基準が必ずしも明確でなかったため、分類が重なって

いたり階層を超えていたりしていた。𠮷𠮷川は、二項対立を「A 対非 A」の「是非型」、「A
対反 A」の「背反型」、「A 対 B」の「対比型」の 3 種類に分ける。このうち、「是非型」

は、ある一項 A とその否定とを問うものとして明瞭に定義されている一方、「背反型」は

「本来的」や「日常的な意味」等の言葉で表現されており、それゆえか「背反型」と「対

比型」の差が明らかでない。たとえば、「背反型」の下位区分として「概念的対比関係」

が置かれており、ここにすでに「対比」が入り込んでしまっている。実際、「商業重視と

農業重視」は「背反型」に、「家庭と地域」は「対比型」に分類されているが、これらは

ともに「A 対 B」で二項対立の類型としての差異はないように思われる。このように、

「背反型」と「対比型」は分類の階層を異にしていながら指すものが重なっている。また、

「○○すべきか否か」という問いと同列に、「○○について、賛成か、反対か」といった

問いが「是非型」に分類されているが、これは、「A 対非 A」の「是非型」ではなく、「賛

成」と「反-賛成」としての「反対」による「背反型」ではないのかという疑問も残る。 
つまり、先行研究は、議論教育に係る言説のなかでさまざまに語られる「二項対立」

とは何であるかが実は明らかにされずに議論が進められてきたという重要な問題を明らか

にした。一方で、二項対立が多義的に用いられている現実を無視していたり、二項対立概

念を整理する際の理論的基盤が用意されていなかったりしたという課題を残している。本

                                                   
5 これを踏まえて発展された HISAJIMA（2021）は、本論文と近いアプローチを採る先行研究として位

置付けられる。しかしながら、学会発表のプロシーディングスという紙幅の都合もあり、①𠮷𠮷川（2018）
を含めた先行研究が具体的にどのような問題を抱えているかを述べていない、②なぜトゥルベツコイに

着目するかという妥当性が説明されていない、③トゥルベツコイの二項対立分類のうち部分的な参照に

とどまっている、④整理をふまえて二項対立をどのように扱うのが適当かという実践的なインプリケー

ションにまで言及できていない、といった課題が残されている。本論文は、これらの課題も克服する。 
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論文は、トゥルベツコイの分析を援用するという形で理論的基盤を確かにしたうえで、語

義の統一ではなく多様性の明徴を目指すことにより、これら先行研究の課題を克服する。 
第 2 章では、音韻論、なかでもトゥルベツコイの分析に着目し、本章で見た二項対立

に係る批判を再検討する。第 3 章では、この整理を議論教育に援用し、議論の目的に応

じた二項対立のタイプの選択のための指針を提示することで、議論教育実践への示唆を与

える。最後に、第 4 章で、結論と課題を述べて、本論文を締めくくる。 
 
2. トゥルベツコイにおける二項対立の整理と議論教育における含意 
 本章ではトゥルベツコイの議論を参照するが、その理由は次の 2 点である。第一の理

由は、音韻論が二項対立の分析において歴史的に重要な位置にあることである 6。二項対

立が重視されるようになったのは、ソシュールによるシニフィアン／シニフィエの二項対

立の措定と 7、レヴィ＝ストロースによる神話などの分析における二項対立の利用の功績

が大きい。ただし、両者は「二項対立とは何か」には言及していない 8。一方で、両者の

間には、橋渡し的存在として音韻論の貢献があったことが知られており（Culler 1975）9、

「二項対立とは何か」に関心を持って取り組んだのはこの音韻論という領域なのである。

第二の理由は、音韻論のなかでも、原理や法則について考察したのがトゥルベツコイとい

うことである 10。先に触れたレヴィ＝ストロースもトゥルベツコイの重要性を強調する

                                                   
6 Danesi（2009）によって、それまで 2 つのもので 1 つの全体が構成されるという二元論的な意味で用

いられることの多かった二項対立が、ソシュールによる差異の概念の強調により、2 つのものの間の差

異に着目した二項対立観へと変化したことが示唆されている。ここに、二項対立という語の孕む多義性

が前面に出てきた契機と過程を見出しうる。ただし、この概念史はそれだけで大きな紙幅を割くことに

なるため、別の機会に委ねたい。 
7 ヤコブソン（Jakobson 1956=桑野・朝妻訳 2015、p.261）が「この発見をソシュールのものとするこ

とによって、少なくとも二〇〇〇年余りまちがえていたのです」と述べたように、二項対立をソシュー

ルの産物とすることには異論もあるが、この二項対立がソシュールによって後代にも影響を与える概念

となったことは少なくとも確かである。 
8 ソシュールは、シニフィアンとシニフィエの二項対立を措定するところから議論をはじめており、「項

（terme）」とは何であるかについては述べるが（Saussure 1910=影浦・田中訳 2007）、二項の対立と

は何であるかまでは言及していない。 
レヴィ＝ストロースも、どのような二項を以て「対立」と成すかについてはあまり触れていない。ゆ

えに、それぞれ異なる文化体系から持ち出した二項を対立させることにつきまとう恣意性については、

カラー（Culler 1975）によって痛烈に批判されている。 
9 米国の亡命知識人受入施設にて、レヴィ＝ストロースは、ヤコブソンと出逢い、ソシュールの思想と

音韻論とを学んだとされている（橋爪 1988）。 
10 トゥルベツコイは音韻論研究者のなかでも原理、体系、一般的法則の探究に特別の関心を寄せていた。

大平（2014、 pp.89-90）によれば、トゥルベツコイはシステムの中心領域に焦点を当て、ヤコブソン

はあるシステムと別のシステムの衝突によって現れる周縁に関心が向かったという、二人の研究手法の

違いがロシアの比較言語学者ガスパロフ（Gasparov 1987）によって指摘されているという。事実、ヤ

コブソン自身が、トゥルベツコイの研究は 1930 年頃からますます一般法則の問題に焦点化されていき、

二項対立についての整理もそのなかで得られたものだったと述べている（トゥルベツコイ 1958=長嶋訳 
1980）の p.340 参照。トゥルベツコイは依頼を受けて「自伝的覚え書き」を書き始めたが、未完のうち

に亡くなってしまう。半ばで途切れたこの覚え書きをヤコブソンが引き継ぎ、トゥルベツコイの生涯に

ついてまとめたものが、『音韻的の原理』の巻末に付されている。）。二人の間で交わされた書簡を見た分

析でも、二人の属するプラーグ学派の初期においては二人の二項対立についての見解は本質的に同じで

あったが、ヤコブソンが 1931 年以降に二項対立を放棄した一方で、トゥルベツコイはその思想を保持

し続け、1936 年に音韻論に基づく二項対立の整理に到達したことが明らかにされている（Eramian 
1978）。このことは、ドレッシャー（Dresher 2007、 p.133）の「音韻論の原理を最も強く打ち立てた
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11。 
以上を踏まえて、トゥルベツコイの議論を参照する。まず、対立とは何かについて、

トゥルベツコイは次のように述べている 12。 
 

対立（Opposition）は、その対立項を互いに区別するような特徴だけでなく、両方

の対立項に共通の特徴も前提としている。このような特徴を「比較の基盤

（Vergleichungsgrundlage）」と呼ぶことができる。 
（Trubetzkoy 1958、p.60＝長嶋訳 1980、p.74） 

 
これが二項対立の定義といえる。たとえば、「裁判員制度の廃止」と「裁判員制度の存置」

であれば「裁判員制度について扱う」という「比較の基盤」があり、「赤」と「青」なら

ば「色」という、「犬」と「猫」であれば「ペット動物」という、「比較の基盤」がある。 
そのうえで、トゥルベツコイは二項対立を「対立項の間の関係」に基づいて 3 つに分

けている（Trubetzkoy 1958、pp.66-69=長嶋訳 
1980 、 pp.74-84 ）。 そ れ は 、（ a ） 欠 如 的

（privative）対立と、（b）漸次的（graduelle）
対立と、（c）等値的（äquipollente）対立である。 
 （a）欠如的対立は、二項のうちの一方がある

標識の存在によって、そしてもう一方がその標識

の不在によって特徴づけられるものである。つま

り 、 有 標 （ merkmaltragend ） と 無 標

（merkmallos）の対立であるということができ

る。音韻論としては、「有声と無声」「円唇と非円

唇」などが例に挙げられている。 
 （b）漸次的対立は、同じ特徴の異なった度合

または段階によって特徴づけられるものである。

程度の最大と最小という最端（extreme）が項と

してあらわれ、他は中間（mittlere）として扱わ

れる。例としては、ドイツ語の「u と o」「ü と ö」
などが、開口度の違いという特徴から対立される

ものとして挙げられている。 

                                                                                                                                                     
のがトゥルベツコイである」という記述とも整合的である。 
11 レヴィ＝ストロースは、「音韻論の大家トゥルベツコイの言葉」を参照し、項を独立した実体として

扱うのではなく項と項との関係を分析の基礎にすること、体系という概念を考慮すること、一般的法則

の発見を目指すこと、などの要素に触れながら、音韻論の担う「革新的な役割」に言及している（Lévi-
Strauss 1958＝荒川・生松・川田・佐々木・田島訳 1972、p.39）。 
12  対立の位置づけについて、「音韻論において、主役は音素によってではなく、示差的な対立

（distinktiven Oppositionen）によって演じられるということを忘れてはならない。（Trubetzkoy 1958、  
p.60=長嶋訳 1980、p.74  筆者により一部改訳）」と述べている点も興味深い。これは、ソシュールの差

異の思想を受け継いでいるものであり、トゥルベツコイの対立概念はここから直に導かれたものである

とされている（Akamatsu 2007-08）。 

  A ￢A 

 

A a 

 

図 1 ：欠如的対立 
 

図 2：漸次対立 
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 （c）等値的対立は、二項が同じ資格を持つも

のである。資格とは何であるかは明瞭でないが、

存在／不存在でも段階的な差異でもないと説明さ

れている。すなわち、（c）等値的対立が「（a）
欠如的でも（b）漸次的でもない」という定義で

あるため、排中律を認める限りこれらの 3 タイ

プで二項対立の全事象を網羅しており、二項対立

という語で指されるのはこれら 3 タイプのいず

れかであるといえる。 
便宜的に記号によって以上の対立を整理すると、

図 1 から 3 に示したように、（a）「A と￢A」の対立 13、（b）「A と a」の対立、そして

（c）「A と B」の対立が存在するということができるだろう。以下、この 3 タイプに沿っ

て、第 1 章で見た議論教育において「二項対立」と呼ばれているものを再考する。 
まず、（a）欠如的対立に該当する二項対立的な問いとは何か。第 1 章でも挙げた「日

本は裁判員制度を廃止すべきであるか否か」といった問いが該当する。一方に「日本は裁

判員制度を廃止すべきである」が、そしてもう一方に「廃止すべきではない」が置かれ、

「廃止すべきである」以外のすべての選択肢――たとえば「対象事件を絞る」「執行方法

を変更する」など――は「廃止すべきではない」の方に属することになる。 
 次に、（b）漸次的二項対立の形の問いには、たとえば𠮷𠮷川（2018、p.128）が抽出した

実践のうち、「牛丼で利益を上げるには商品の価格は高い方がよいか、それとも低く設定

するのがよいか」等が該当する。価格という連続的・段階的な差異を扱っており、かつそ

の程度の両端を「高い」「低い」という形で切り出して二項を設置しているためである 14。 
最後に、（c）等値的対立に該当する二項対立的な問いには、第 1 章で見た苫野（2017、 

p.63）の「教育は子どもの幸せのためにあるのか？ それとも、国家を存続・発展させる

ためにあるのか？」が該当する。学校教育の現場での実践としては、「飼うなら犬か猫か」

や「遊びに行くなら電車か自家用車か」といった等値的二項対立の題で、ブレーン・スト

ーミングやディベートの形式で児童が議論している（楠元 2007、pp.119-120）。 
以上から、二項対立という言葉が、その指し示す内実が異なっているにも拘らず同様

に用いら れているとい うことが確認できる。これは換言すれば、「同一視

（identification）」の問題が起きているということである（Hayakawa 1963＝四宮訳

1972、pp.20-21）。「同一視」は、その言葉で指されている対象の正しい分析を妨げてし

まうために問題である。たとえば、マンボウという魚には、Mola mola という 1 つの学

名で複数の別種が同一視されてきた歴史があり、ゆえに過去の分類に基づいて行われた研

究は見直され再検討されてゆく必要があるとされている（澤井 2018）。ちょうど二項対

立に係る研究もこれに近い状況であると思われる。外延集合間の差異について十分な注意

が払われてこなかったために、二項対立という総体についての錯綜した言説が飛び交って

                                                   
13 「￢」は否定 “not” を意味する論理結合子である。 
14 トゥルベツコイ（1958=長嶋訳 1980、p.82）は欠如的対立と漸次的対立の違いについて、漸次的対

立の①1 つの弁別的な特徴だけを考慮の対象として他のすべての特徴を度外視し、②当該特徴の程度の

低い方を「ゼロに等しい」（＝無）とみなすことで欠如的対立に至ると述べる形で説明を与えている。 

 A B 

 
 

図 3 ：等値的対立 
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いるというわけである。つまり、「二項対立は多様性を見落とさせる」という批判は、二

項対立の多様性を見落とすことで生まれているものであったといえる。 
あらためて、ここで𠮷𠮷川（2018）の分類を見直すと、第 1 章で見た課題が次のように

解決されていることがわかる。第一に、「本来的な二項対立」などと表現されていた「背

反型」に対して、「漸次的対立」は「同じ特徴の異なった度合または段階」を指すものと

してより明瞭に定義されている。これにより、「背反型」と「対比型」を同列に並べたう

えで「背反型」の下にも「対比」が来るという、分類が階層を超えたり重なったりしてい

た𠮷𠮷川の整理の課題が解決されている。第二に、「A 対 B」の対立という説明から「等値

的対立」と「対比型」は同一であると思われるかもしれないが、「等値的対立」は補集合

として定義されているという違いがある。このため、トゥルベツコイの分類は全事象を網

羅するようになっており、この点でも分類上の適切さが確保されている。第三に、𠮷𠮷川

の分類では、「日本が TPP に参加することに賛成か反対か」と「道州制を推し進めるべき

か、推し進めるべきでないか」とが、どちらも「是非型」に属していた。しかし、正しく

「A 対非 A（￢A）」の対立という定義に則れば、「是非型」＝「欠如的対立」に属するの

は、前者のような「○○について、賛成か、反対か」ではなく、後者のような「○○すべ

きであるか、否か」という問いであることがわかる。この差は小さなものに思われるかも

しれないが、二項により全事象が網羅されているか否かという点で、次の第 3 章で収束

的議論における欠如的対立の機能を考えるうえで大きく関わってくる。 
 以上から、まずは、二項対立批判に応答するとともに、第 1 章で見た先行研究の 2 つ

の課題――二項対立の多様性を掬い取ることと、その際の不適切な分類を適切なものにす

ること――を解消することができたと言える。 
 
3. 二項対立のタイプと議論の目的との対応 
 前章にて、複数のタイプの二項対立の同一視の問題が確認された。本章では、前章で確

認した二項対立のタイプが、議論教育の目的に応じてどのように使い分けられるのが望ま

しいかを検討する。すべての議論が唯一のゴールを目指して行われるわけではない。ある

目的のもとで、その達成のために議論は行われるのであり、帰結についての判断は当該目

的に対応して為されるものであろう。そこで、議論の目的という視座を導入し、この視座

から議論が発散（divergent）と収束（convergent）の 2 つに分けられることに着目する。 
発散と収束は、ギルフォード（Guilford 1956）の用いた思考法の分類であり、クリテ

ィカル・シンキングなどの領域において大いに参照され続けている 15。前者の発散は、

複数の解決策を想起することであり、創造性（creativity）の領域に属する。後者の収束

は、問題に対する一つの解決策を推論することであり、問題解決（problem-solving）に

属する。議論は、相互排他的な 2 つの目的に即して発散か収束かのいずれかに分類され

る 16。以下、この視座を導入して、3 タイプの二項対立の特徴について検討する。 

                                                   
15 これに倣って、たとえば加藤・丸野（1996、p.90）が議論を、「必ずしも明確な目標を定めず、そこ

からより広い視点や可能性を見出す」議論である「創造的議論」と、「ある特定の問題について、特定の

目標を定めてそれに到達することを目指して行う」議論である「問題解決的議論」とに分けるなどして

いる。 
16 収束と発散が同時に起きることは原理的に不可能である。一方で、収束でも発散でもないという状態
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欠如的対立では、排中律を認める限りにおいて A と￢A の必ずどちらか一方を強いる

ことになる。「どちらも」と「どちらでもない」とを許さないこの性質は、一つの決断を

下す収束の議論の性格と重なる。この性格は、ジーゲルミューラー＆ケイが議論法の重要

性に言及した次の一節に示唆されている。 
 
第 1 に、社会の中で人間は確実でない結論に基づいて活動していかなければならな

いという意味である。自分の結論に確信が得られるまでは判断を下すことを拒否し

たり、ある立場をとることを避けたりしていては、何か意味のある方法で働くこと

をやめてしまうことになる。絶対的な確信を持って決定できないからという理由で、

意思決定を避ける自由は与えられていない。 
（Ziegelmueller & Kay  1997＝井上訳 2006、p. 12） 

 
例として、「日本は裁判員制度を廃止すべきであるか否か」という欠如的対立を考える。

「対象事件を絞る」「廃止して代わりに陪審員制度を新たに設ける」など様々な意見があ

りえるが、欠如的対立の形での問いの定立はこれらの意見の存在を消し去るものではない

と同時に、これらの意見も問いに対する答えを出すうえでは A と￢A のいずれかに必ず

収束することが指摘できる。この「いずれかに必ず収束する」という性質は、問題解決・

意思決定・収束の議論との相性が良い。この種の議論においては、先の裁判員制度の存廃

の例でいえば、裁判員の参加する刑事裁判に関する法律（裁判員法）を廃止するか否かと

いう点で、不可避的に二値的な決定が必要になる。仮に三値論理的に「わからない」とし

て回答を保留する態度を採ったとしても、それは「廃止する」か「廃止しない」かの選択

を迫られている場面においては「廃止しない」の側に属することになる。つまり、収束の

議論においては、欠如的二項対立の枠組みが必要であり有用であるということである。 
 では、収束の議論において漸次的対立や等値的対立を持ち出すことはどうであろうか。

これは問題である。その理由は、二項が全事象を網羅していないということによる。漸次

的対立の A と a も、等値的対立の A と B も、その定義からして二項では全事象を網羅し

ていない。全事象を網羅しているのであれば、それは「a あるいは B＝￢A」であり、欠

如的対立ということになるためである。すべての選択肢を提供しないで選択を強いること

は、誤った二分法（false dichotomy）の誤謬を犯していることになる。この問題を指摘

するという点においては、第 1 章で見た先行研究の二項対立批判（「その二項の他に存在

しうる項を見落とす」の旨）は正鵠を射ている。 
 収束の議論における漸次的・等値的な二項対立が招くこの誤謬から、抜け出すためには

どうすればよいか。第 3 章の知見を踏まえると、以下 2 つの手段が挙げられる。 
1 つには、そのまま欠如的な二項対立に移行することである。たとえば、「ペットにす

るなら犬か猫か。」という等値的な二項対立であれば、「ペットにするなら犬よりも猫がよ

い。」や「いま、犬を飼うべきであるか否か。」という欠如的な二項対立に言い換えること

                                                                                                                                                     
を観念することはできるが、それは語や命題が発展することなくそのままに放置されている状態である。

「A＝A」という同語反復（tautology）も、広義の議論には含まれるが、脚注 2 の通り、本稿では手段

と目的の両面から議論を定義している。そのため、これは本稿で言う議論の枠の外にあるものとして、

ここでは扱わない。 
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で、議論の扱う対象を大きく変えることなく（すなわち、対立を構成する「比較の基盤」

を崩すことなく、そして「どちらも同様によいからどちらも飼うべき」や「どちらも飼わ

ないほうがよい」といった選択肢を排除しない形で）二項対立の形式を欠如的＝全事象網

羅的なものにすることが可能である。 
もう 1 つには、論理的には等値的対立であるが実質的には欠如的対立という状態をつ

くることである。すなわち、その二項が全事象であるという前提を置く。前段落の「ペッ

トにするなら犬か猫か。」という例でいえば、「他に頼りのない隣人がペット禁止の住宅に

引っ越すことになったが、捨てるわけにはいかない。自分と友達とで、飼われていた犬と

猫を引き取ることにしたが、両者とも 1 匹ずつしか飼える余力がない。」という前提を置

き、「どちらも飼う」や「どちらも飼わない」といった選択肢を予め存在しないものとし

て明らかにするのである。そうすることで、「ペットにするなら犬か猫か。」という等値的

な問いを、実質的には欠如的な二項対立として立てることができる 17。そのような前提

があれば、誤った二分法の誤謬を回避することが可能である（Hurley & Watson  2018）。 
 このように、収束の議論においては、二項対立のタイプが問題となる。一方で、発散の

議論においては、欠如的であれ漸次的であれ等値的であれ、どの二項対立が用いられるこ

とも問題ないと考えられる。選択肢の不在を無視して選択を迫ることが誤った二分法の誤

謬であるため、選択を迫らない発散の議論ではこれは問題にならない。ゆえに、二項対立

を出発点として思考を発散させる実践は、不適切でない。 
たとえば、夏目漱石の『こころ』（1914）を題材に、「私」と「K」とを等値的に対立

させて、両者にどのような共通点や相違点があるかを検討する授業実践が広く高等学校国

語科で行われている（e.g. 平田 2019）。ここに「奥さん」や「お嬢さん」、あるいは「K
の養父」や「私の母」といったような種々の登場人物が見落とされているといった批判は

当たらない。それは、「私」と「K」がいわゆる主要人物であるからではなく、ここでは

「私」と「K」との異同ついて考えているためである。仮に、このような等値的対立の利

用も許されないとなれば、あらゆる二つのものを対立させ比較するという行為が不可能に

なってしまう。もし、別の人物との対比が必要なのであれば、また別途行えばよい。一回

限りの決定に向かう収束的議論とは異なり、発散的議論においてはそれが可能である。 
ただし、二項対立の形式で問いを立てることが、ほかの形式の問いに比して発散の議

論に適しているかどうかは、別途検討が必要である。あるいは、この観点からこれまで蓄

積されてきた量的分析を見直すことが期待される。ただ少なくとも、発散を目指す議論に

おいて二項対立的な問いが「不適切」とはいえず、この点で先行研究の批判は当たらない。 
以上から、第 1 章で確認した、他の選択肢を見失わせるという批判、そして間にある

ものを見失わせるという批判は、収束的議論における漸次的・等値的対立に対してのみ該

当する。一方、収束的議論における欠如的対立と、発散的議論におけるすべての二項対立

には当たらない。改めて整理すると、表 1 のとおりとなる。 
 

                                                   
17 学習者にとって身近な話題で関心を持ってもらうといったメリットも推定されるため、犬／猫につい

て議論することを否定するつもりは全くない。犬／猫について議論するとしても、このように問いを組

み替えたり前提を置いたりしたほうが、そうしたメリットを損なうことなく誤謬を回避できるのではな

いかという提案である。 
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表 1：議論の目的に応じた二項対立の適切さ 
 発散 収束 

欠如的対立 〇 ○ 
漸次的対立 〇 ☓ 
等値的対立 〇 ☓ 

 
4. 結論と考察――批判の射程と二項対立の適切な使い分けの描出―― 
 本論文は、議論教育とのかかわりを意識しつつ、「二項対立は視野を狭め不適切である」

という批判が妥当かという問いを扱った。まず、この問いの背景にある、複数の二項対立

の同一視という問題を、トゥルベツコイの概念整理を踏まえることで浮き彫りにした。こ

れにより、「二項対立は多様性を見落とさせる」という批判こそ、二項対立の多様性を見

落としていることがわかった。そのうえで、欠如的対立、漸次的対立、等値的対立という

分類を援用することで、こうした批判はそのままでは当たらないことを指摘した。具体的

には、「他の項を見落とす」という批判は、収束の議論において漸次的・等値的二項対立

が用いられた場合には当てはまる一方、そのほかには当たらないものであった。 
 さらに、複数のタイプの二項対立を、議論教育の目的に応じて使い分ける必要を論じた。

一つの指針として、収束／発散という議論の目的の視座を導入し、この視座から二項対立

を見直すと何が言えるかを検討した。その結果、収束の議論すなわち問題解決や意思決定

と欠如的な二項対立との相性が良いことが示唆された。また、誤った二分法の誤謬から脱

却するための、二項対立のタイプの変更という手段を提示した。この点で、本論文は、実

践的な課題にも関連して、二項対立批判を回避する方策を提案した。 
一方で、本論文を書き進めるなかで、以下の課題もまた見えてきた。 
第一に、援用したトゥルベツコイの枠組みについての批判的な検討を要することであ

る。トゥルベツコイの議論と衝突するものとしては、イェルムスレウによる「融即的対立」

の指摘がよく知られている。すなわち、トゥルベツコイの挙げた 3 タイプに収まり切れ

ないものとして、「A と A＋α」の対立が存在するという指摘である。たとえば、「どれく

らいの大きさ？」とは言うが「どれくらいの小ささ？」とは言わなかったり、英語でも 
“How old are you?” とは言うが “How young are you?” とは言わなかったりするが、こう

した事例から、「大きさ」は「小ささ」をも、 “old” は “young” をも含んだものとして理

解できるとする主張である。しかしながら、トゥルベツコイはこのことにすでに気づいて

いたのではないかと思われる。というのは、「対立」の定義に含まれていた、「比較の基盤」

という要素のためである。イェルムスレウの言うところの「A と A＋α」の対立の二項に

共通する「A」が、トゥルベツコイの言うところの「比較の基盤」なのではなかろうか。

こう考えるのは筆者に限らず、たとえば「トルベツコーイの気づいた『標識』とは、要す

るに、対立する二項の片方について知覚される何か付加的な因子ということであった。つ

まり、A 対 B（ないし A 対非 A）と思われていたもののなかに、厳密に見てゆくと A 対

A＋αという内部構造の多いことを発見したのである」といった指摘がある（山中 1995、 
p.88）。イェルムスレウの弟子であるトウビュもまた、トゥルベツコイやヤコブソンによ

る「有標」と「無標」に着目した欠如的対立の議論も、上で見たようなイェルムスレウに

よる考察も、同じ融即的対立をそれぞれ別の言葉で表しているにすぎないと述べていた
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（Togeby 1966）。いずれにせよ、トゥルベツコイもまた「A と A＋α」というタイプの

二項対立を認識していたこと、そしてこの枠組みを援用する際に私たちもまたその点に注

意しておくことが、肝要と思われる。また、音韻に関する分析を論題の形式に適用してよ

いのかについても、ヤコブソンが言語学に限らない拡張を展開し（山中 1995、p.59）、
レヴィ＝ストロースが実際に文化人類学などで応用してきた歴史があるため、本論文もこ

れに乗じたが、このことについては別途批判的に検討されなければならない。 
第二に、本論文を土台としてこれまでの研究を見直す必要があることである。第 2 章

でマンボウの分類の例に触れ、「過去の分類に基づいて行われた研究については見直され

再検討されてゆく必要があるとされている」ことを紹介したが、まさに議論教育における

二項対立も今この地点にある。同一視のうえで所与とされていた「二項対立」という独立

変数を、改めてそれ自体を問うたうえで、従来の量的な研究の再検討に努めなければなら

ない。たとえば第 1 章で触れた Conti（2013）のレビューを再検討すると、次のことが

予感される。ディベートによって極化が招かれると結論付けたフェルトンら（Felton et 
al. 2009）は、原子力や太陽光やバイオディーゼルなど複数の選択肢があるもののなかか

らつくりだされた等値的な二項対立にもとづく収束的なディベートを行っていたと見られ、

一方で、極化の効果は招かれないか小さいとしたグリーン＆クラッグ（Green & Klug、 
1990）やビューデスハイム＆ルンドクイスト（Budesheim & Lundquist 1999）は、欠

如的二項対立にもとづく議論を行っていた。無論、「自分の元来の考えとは異なる立場で

議論する」など他の変数もある（むしろこれらの研究ではそちらに主眼が置かれている）

ため、安易に結論づけることはできない。しかし、二項対立のタイプによって極化などの

現象に与える影響の大きさにも差があり、このことが二項対立というひとつの言葉でくく

られることによって見落とされてきた可能性はある。 
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